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宇都宮市茂原健康交流センター指定管理業務仕様書 

 

 

１ 趣旨 

本仕様書は，宇都宮市健康交流センター条例及び同施行規則に定めるもの

のほか，指定管理者が行う業務（以下「指定管理業務」という。）の内容及び

その範囲等について定めることを目的とする。 

 

２ 対象施設の概要  

(1) 施設の名称 

宇都宮市茂原健康交流センター（以下「センター」という。） 

愛称 蝶寿コ・デ・ランネ 

(2) 施設の設置目的 

センターは，宇都宮市健康交流センター条例（平成１３年条例第８号）

（以下「条例」という。）に定める施設として市民の健康づくりと交流の

促進を図るとともに，高齢者の生きがいづくりの形成に寄与することを目

的とする。 

設置条例（宇都宮市健康交流センター条例） 

(3) 所在地 

栃木県宇都宮市茂原町７７７番地７ 

(4) 施設概要 

用途地域 市街化調整区域 

敷地面積 ２３，０６６㎡（イベント広場を含む） 

建築面積 ３，６３７㎡ 

延床面積 ３，１７２㎡ 

構造   壁式鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 平屋建 

用途   複合用途（大広間，プール，浴室，レストラン，リラックス

ルーム，機能訓練室，会議室，事務室等） 

仕上げ  屋根 ステンレスシーム溶接葺き一部ウレタン防水 

プール部の一部テフロン二重膜構造 

外壁 コンクリート打放し撥水材塗布 

一部ガルバリウムスパンドレル張り厚 0.4 ㎜ 

駐車場  １００台（障がい者用５台を含む。） 

駐輪場  １か所 

※ 詳細は，別紙１「施設概要」，図１「施設図」，図２「敷地図」のとおり。 
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３ 指定管理者が行う業務 

(1) センターの事業に関する業務 

ア 市民の健康づくり及び交流の促進に関すること。 

イ 高齢者の生きがいづくりに関すること。 

ウ その他センターの目的を達成するため必要な事業 

エ 上記ア，イの業務として，次の教室を実施することとする。 

(ｱ) 高齢者を対象とした健康づくりのための体操教室または同等の教室

を年間２４回以上 

(ｲ) 高齢者を対象とした水中ウォーキング教室または同等の教室を年間

２４回以上 

オ センターの設置目的を達成するため，上記エ以外の事業についても指

定管理者の提案により自主事業として実施できるものとし，あらかじめ

年間の事業計画を策定後，宇都宮市（以下「市」という。）の承認を得

て事業を実施することとする。また，この場合の参加料等の設定は著し

く高額にならないこととする。 

(2) センターの運営に関する業務 

センターの運営にあたっては，利用者や地域住民の意見・要望等の聴取

等，利用者ニーズの適切な把握を行ってサービスの向上に努めるとともに，

センターに関する要望及び苦情に対しては，誠意を持って対応すること。

また，解決困難な場合は，市へ報告し，指示を受けることとする。 

ア 利用申請受付，許可，利用制限に関する業務 

ただし，厨房，レストラン，自動販売機設置等の使用許可に関する業務

は除く。 

(ｱ) 風呂等の利用券の交付及び受付（取消を含む）に関する業務 

(ｲ) 風呂等の回数券の発行に関する業務  

(ｳ) 会議室の利用の受付及び許可（取消を含む）に関する業務 

(ｴ) センターの利用案内に関する業務 

(ｵ) イベント広場の利用に関する業務（専有して利用する場合） 

イ 利用料の徴収に関する業務 

ウ 利用料の減免に関する事務手続 

エ 風呂・プールの利用者への案内に関する業務 

オ 回数券の作製に関する業務 

カ カラオケの利用に関する業務 

（※ 通信カラオケ設備の設置及び使用料の支払いに関する業務を含む。） 

キ センター内（駐車場，イベント広場等を含む）の秩序維持に関する業務 

ク 各種統計に関する業務 

ケ その他，消耗品等の購入に関する業務 

コ 光熱水費の支払いに関する業務 



３ 

 

(3) 施設の維持管理に関する業務 

センターの維持にあたっては，市が定めるものは最低限実施することと

し，美観，安全，衛生において良好な状態に保つことができないおそれが

ある場合は，この仕様書の記載の有無にかかわらず，指定管理者は良好な

状態を保つために必要な処置を講じること。 

ア 設備等の保守点検に関する業務 

詳細については，別紙２「保守点検業務標準仕様書」のとおりとし，実

施後は，市へ報告すること。 

イ 清掃業務 

詳細については，別紙３「清掃業務標準仕様書」のとおり。 

ウ 浴槽濾過設備薬品洗浄業務 

詳細については，別紙４「浴槽濾過設備等薬品洗浄業務標準仕様書」の

とおり。 

  エ 浴槽配管洗浄業務 

    詳細については，別紙５「浴槽配管洗浄業務標準仕様書」のとおり。  

オ 環境衛生管理業務 

  詳細については，別紙６「環境衛生管理業務標準仕様書」のとおり。 

カ 警備業務 

詳細については，別紙７「警備業務標準仕様書」のとおり。 

キ プールの衛生管理及び監視に関する業務 

詳細については，別紙８「プール安全衛生管理業務標準仕様書」のとおり。 

ク 熱交換器の監視及び運転に関する業務 

詳細については，別紙９「熱交換器の監視及び運転業務標準仕様書」の

とおり。 

ケ 送迎バスの運行に関する業務 

詳細については，別紙１０「送迎バス運行業務標準仕様書」のとおり。 

コ 自家用電気工作物保安管理業務 

詳細については，別紙１１「自家用電気工作物保安管理業務標準仕様書」

のとおり。 

(4) 施設を利用した新規事業，自主事業 

    施設の設置目的に合致し，かつ，施設の日常的な管理運営に影響を及ぼ

さない範囲において実施する新規事業，自主事業 

   ※ あらかじめ市の承認を受けた場合のみ，自己の責任と費用により，新

規事業，自主事業を実施することができる。 

(5) 施設，設備，備品等の修繕に関する業務 

ア １件あたり３００千円以下の修繕は指定管理料の範囲内で指定管理者

の負担において行うこととし，１件あたり３００千円を超える修繕は，

市が行うこととする。なお，指定管理者が行った修繕のすべてについて，
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定期的に市に報告することとする。 

イ 施設及び設備等が破損，老朽化などした場合で，安全又は管理運営上，

次年度以降の計画的な修繕で対応可能なものについては，原則として毎

年１回，市が別途指示するときに必要修繕項目・修繕内容・必要金額・

優先順位等を整理し，市に報告すること。 

  (6) キャッシュレス決済の導入に係る業務 

    利用者の利便性向上を図るため，キャッシュレス決済に対応すること。 

    なお，導入にあたっては，市と指定管理者が協議し，必要な事項を決定

すること。 

    ※ ただし，地域連携 IC カード「totra」（交通系 IC カード）への対

応は必須とする。 

 

４ 管理の運営に関する基本的事項 

(1) 管理運営に係る基本理念 

指定管理者制度は，指定管理者が施設の管理権限と責任を有し，施設の

管理を代行する制度である。このため，指定管理者は，自らの責任と判断

によって，施設の適正な管理を確保しつつ，住民サービスの向上を図って

いく必要があり，センターの指定管理者は，次の各項目に留意して管理運

営を実施しなければならない。 

また，市は施設の設置者として，必要に応じて指定管理者に対して指示

等を行うものとする。 

ア センターの目的，機能に基づいた管理運営を行うこと。 

イ 公の施設であることを常に念頭に置いて，利用者への奉仕及び公平な

サービスの提供に努め，特定の団体等に有利あるいは不利になる運営を

しないこと。 

ウ 事業計画書等に基づき，利用者が快適に施設を利用できるよう適正な

管理運営を行うとともに，効率的かつ効果的な管理運営を行い，適正な

収入の確保と経費の縮減に努めること。 

エ センターが最大限有効活用されるよう利用促進に努めるとともに，利

用者の意見を管理運営に反映させ，利用者の満足度を高めていくこと 

オ 地域間・世代間の交流の促進に努めること。 

カ センター利用者の安全に配慮し，事故防止に努めること。 

キ 市と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに，市の施策に対

し積極的に協力するよう努めること。 

(2) 管理の基準 

管理の基準は，条例第１４条及び条例施行規則第２条に基づき，下記の

とおりとする。 

ア 休館日 
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(ｱ) 毎週月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日に当たるときは，その翌日） 

(ｲ) １２月２９日から翌年の１月３日まで 

(ｳ) 市長が特に必要があると認めるとき（余熱を利用できない期間など，

年間約３０日間） 

ただし，指定管理者が，市民サービスの向上，利用者の利便性の向

上に有効と判断するときは，市の承認を受けて，休館日に開館したり，

休館日を変更することができるものとする。 

イ 開館時間 

午前１０時から午後９時までを基準とする。 

ただし，指定管理者が，市民サービスの向上，利用者の利便性の向上に

有効と判断するときは，市の承認を受けて，開館時間を延長することがで

きるものとする。 

ウ 宇都宮市情報公開条例の適用について 

指定管理者は，宇都宮市情報公開条例（平成１２年宇都宮市条例第１号）

の規定に基づき，その保有する情報の公開を行うための必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

エ 個人情報の保護に関する法律及び宇都宮市個人情報保護法施行条例の適用について

指定管理者は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７ 

号）及び宇都宮市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第３１号）の規 

定に従い，公の施設の管理を通じて取得する個人情報を保護するために， 

必要な措置を講じなければならない。 

オ 宇都宮市行政手続条例の適用について 

指定管理者は，施設を使用する者の申請に対して，使用の許可等を行う

場合は「行政庁」として宇都宮市行政手続条例（平成８年宇都宮市条例第

４１号）の適用を受ける。 

  カ 災害時の対応 

    センターは，大規模災害が発生した場合など，市が必要と認める場合

には，避難所等として使用する場合がある。 

    なお，指定管理者が市の指示に従う場合において，指定管理料の取扱

いその他の必要な事項については，市と指定管理者が協議の上，決定す

る。 

キ 宇都宮市環境基本条例の適用について 

指定管理者は，宇都宮市環境基本条例（平成１３年宇都宮市条例第３２

号）の規定に従い，環境の保全のための必要な措置を講じなければならな

い。 

ク 宇都宮市暴力団排除条例の適用について 

指定管理者は，宇都宮市暴力団排除条例（平成２３年宇都宮市条例第３
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７号）の規定に従い，暴力団の活動を助長すると認められる場合には，施

設の利用を許可しないなどの必要な措置を講じなければならない。 

ケ 関係法令等の遵守 

指定管理者は，上記ウ～クのほか，次の各号に掲げる法令・規定等に基

づかなければならない。 

なお，本指定期間中にこれらの法令・規定等に改正があった場合は，改

正された内容を使用とする。 

(ｱ) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）  

(ｲ) 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

(ｳ) 労働基準法（昭和２５年法律第４９号） 

(ｴ) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

(ｵ) 水道法（昭和３２年法律第１７７号） 

(ｶ) 身体障害者補助犬法（平成１４年法律第４９号） 

(ｷ) 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号） 

(ｸ) 宇都宮市健康交流センター条例（平成１３年条例第８号） 

(ｹ) 宇都宮市健康交流センター条例施行規則（平成１３年規則第７号） 

(ｺ) 宇都宮市健康交流センターの運営に関する要綱 

(ｻ) 茂原健康交流センターにおける高齢者等生きがいづくり事業実施要領 

(ｼ) 宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり条例（平成１２年条例第１８号） 

(ｽ) 障害者が利用する場合における公の施設の使用料の免除に関する規則 

  （平成１２年規則第２５号） 

(ｾ) 宇都宮市公衆浴場法施行細則（平成８年規則第２４号） 

(ｿ) 宇都宮市遊泳用プール衛生指導要綱 

(ﾀ) レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針

（平成１５年厚生労働省告示第２６４号） 

(ﾁ) 協定書 

(ﾂ) 仕様書 

(ﾃ) その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令等 

※ 提案書において仕様書を上回る水準が提案されている場合は，提案書

に示された水準により業務を実施するものとし，実施費用は全て指定管

理者の負担とする。 

コ 業務の委託等 

指定管理者は，本業務の全部を第三者に委託し，又は請け負わせてはな

らない。ただし，業務の一部について，予め市へ申請し，書面による承諾

を得た場合はこの限りではない。 

なお，市が認めた業務を委託する場合は，委託先を市内事業者から選定す

るよう努めなければならない。 
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５ 指定の期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までとする。 

 

６ 管理運営体制 

指定管理者が業務を行うため，必要な有資格者等，適正な職員を配置する

こと。 

(1) 必要な資格保有者 

ア 防火管理者（甲種防火管理講習課程修了者） 

イ 看護師（常時） 

ウ ２級ボイラー技師（常時） 

エ 建築物環境衛生管理技術者（常時） 

オ 日本赤十字社等の救護に関する適任証を有する者 

カ その他指定管理業務を行うにあたり必要な有資格者 

(2) 職員の配置等 

ア センターの管理運営に係る業務の適切な遂行並びに総合的な把握及

び調整を行う所長を１名配置すること。 

イ 看護師を常時１名配置すること。 

ウ 管理運営にあたっては，正規職員を常時１名配置すること。 

エ その他の職員については，本仕様書に掲げる業務に支障のないよう配

置こととし，勤務体制についても本仕様書に掲げる業務に支障のないよ

う定めること。 

オ 各種業務における責任体制を確立すること。 

カ 職員については，センター近隣からの雇用に努めること。 

キ 現在，勤務する職員については，本人の意思を確認の上，可能な限り

継続雇用に努めること。 

ク 職員の資質を高めるため，研修を実施するとともに施設の管理運営に

必要な知識と技術の習得に努めること。 

ケ 職員に対して，必要な健康診断を実施し，利用者及び職員の健康を害

さないように努めること。 

(3) 施設の管理全般に関する事項 

ア 管理責任者及び防火責任者を配置し，その者の氏名を報告すること 

イ 安全管理に十分配慮し，火災，損傷等を防止して財産の保全を図る 

とともに，利用者及び職員の安全確保に努めること。 

ウ 衛生管理に十分配慮し，常に快適な利用ができる状態の保持に努める 

こと。 

エ 非常災害，事故等の緊急事態発生時に備え，具体的な対応計画を定め， 

緊急時の連絡先等を予め報告するとともに，避難・救出その他必要な訓 

練を定期的に実施すること。 
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オ 施設の円滑な運営のため，地域や利用者との充分な信頼関係を構築し， 

その関係を維持向上させること。 

カ 利用者等の急な病気，けが等に対応できるよう，近隣の医療機関等と 

連携し，緊急時には的確な対応を行うこと。 

キ 苦情解決に伴う第三者委員を設置すること。 

ク 緊急時対策，防犯・防災対策についてマニュアルを作成し，職員に指 

導を行うこと。 

ケ 他の地方公共団体の職員等による視察，見学等については，原則とし 

て指定管理者が対応すること。 

 

７ 物品の帰属等 

(1) 指定管理者に貸し付ける備品等（別紙１２「茂原健康交流センター備品 

一覧」）については市の所有とし，その使用及び保管は十分注意すること。 

(2) 指定管理者が，自ら購入・搬入し，保管を要する備品等については，指

定管理者の所有とする。（指定管理料の中から管理運営上必要な備品を購

入した場合も同様とする。） 

(3) 消耗品に関しては，指定管理者の所有とする。 

 

８ 業務実施に係る確認事項 

(1) 事業報告書 

指定管理者は，指定期間中，毎年度終了後，市が指定する期日までに次

に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し，提出すること。 

ア 業務の収支状況に関する事項 

イ 業務の実施に関する事項 

ウ 施設の利用状況に関する事項 

エ 利用料金収入の明細に関する事項 

オ その他，市が指示する事項 

(2) 業務報告書 

指定管理者は，指定期間中の毎月，市が指定する期日までに，上記(1)

の事業報告書の事項を記載した業務報告書を作成し，提出すること。 

(3) 立入検査及び改善勧告 

市は，必要に応じて，施設，物品，各種帳簿等並びに管理運営の実施に

ついて検査を行うことができる。指定管理者は，合理的理由無く，これを

拒否できないこととする。 

また，指定管理者の業務実施が仕様書等を満たしていないと判断した場

合，市は業務の改善勧告等を行う。 
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９ リスクへの対応 

指定期間における，主なリスクは，下記「主なリスクの負担区分」を基

本とする。 

 

〔主なリスクの負担区分〕 

種  類 内  容 市 指定管理者 

施設の修繕 
１件３００千円以下の修繕  ○ 

１件３００千円を超える修繕 ○  

火災保険への加

入 
－ ○  

施設の増改築・移設 － ○  

物価変動 
人件費，物品費等物価変動に伴う経費

の増加への対応 
 ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増加への対応  ○ 

需要の変動 
利用者の減少に伴う利用料金の減収， 
費用の増加への対応 

 ○ 

周辺地域，施設利

用者等の苦情対
応 

－  ○ 

法令の変更 

施設管理，運営に影響を及ぼす法令変
更に伴う経費の増加への対応その他対

応 

○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更に

伴う経費の増加への対応その他の対応 
 ○ 

税制度への対応 

施設管理，運営に影響を及ぼす税制度
変更に伴う経費の増加への対応その他

対応 

○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更に

伴う経費の増加への対応その他の対応 
 ○ 

※ 事故により損害賠償が求められるものや，不可抗力（天災，テロ等の人災）

発生時の費用負担については後記「１０ 損害賠償及び不可抗力」を参照の

こと。 

 

10 損害賠償及び不可抗力 

事故により損害賠償が求められるものや，不可抗力（天災，テロ等の人

災）発生時の費用負担については次のとおりとする。 

詳細については，指定管理者と市との間で締結する協定書の中で定める。 

(1) 損害賠償について 
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ア 指定管理者の故意又は過失により，管理物件が損傷した場合，市に対

しその損害を賠償することとする。 

イ 指定管理者の責めに帰すべき事由により，利用者等の第三者に損害が

生じた場合，指定管理者は，その損害を賠償することとする。 

ウ 指定管理者は，市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」

の被保険者になる。 

【参考 全国市長会市民総合賠償補償保険の保険金額】 

死亡・身体障害 １名１億円／１事故１０億円 

財 物 損 壊 １事故２，０００万円 

  ※ ただし，保険の対象は，「賠償責任保険（身体賠償，財物賠償等）」

のみであり，「補償保険（見舞金等）」は対象になりません。また，指

定管理者が自らの責任と費用において実施する自主事業や，医療行為

などの保険の対象とならない業務に起因する事故等によるものについ

ても対象にならない。 

(2) 不可抗力による損害ついて 

ア 不可抗力による損害が発生した場合には，速やかに市に通知するもの

とする。 

イ 不可抗力による損害であるか否かの判定や費用負担については，指定

管理者と市の間で協議を行うものとする。 

ウ 不可抗力による損害や，対応に要する増加費用については,原則として

市の負担とする。 

 

11 指定期間満了以前の指定の取消し 

次の場合に，市は指定管理者に対し指定を取り消し，または期間を定め

て業務の全部又は一部の停止を命じることができる。 

詳細については，指定管理者と市との間で締結する協定書で定める。 

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

ア 団体等が次の各号に該当したとき。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に基づき，市の入札に参加できない団体等 

② 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により，市，または他の自

治体から指定管理者に係る業務の全部または一部を取り消され，その取

消しの日から２年（他の自治体の場合は１年）を経過しない事業者・団

体等（ただし，当該団体の責めによらない場合を除く。）又は当該業務

の全部または一部を停止され，停止期間満了の日から１年（他の自治体

の場合は６カ月）を経過しない団体等（ただし，当該団体の責めによら

ない場合を除く。） 

③ 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に，地方自治法第９２
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条の２，第１４２条（同条を準用する場合を含む。）又は第１８０条の

５第６項の規定に抵触することとなる団体等（いわゆる兼業禁止規定を

準用）。ただし，同法の規定で対象外とされる出資団体（２分の１以上）

に準じ，市の出資法人等や地域団体などの団体については，設立目的や

活動の公共性・公益性を踏まえた上で，兼業禁止の例外として，指定管

理者に指定することができることとします。 

④ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条に規定するもの）又は暴力団の密接関係者（栃

木県暴力団排除条例施行規則（平成２３年栃木県公安委員会規則第１

号）第３条に規定するもの）が役員就任や経営関与等を行っている団体

等 

⑤ 法人税，消費税及び地方消費税，宇都宮市税を滞納している団体等 

⑥ 会社更正法（平成１４年法律第１５４号），民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）その他倒産等に関する法律のいずれかの手続きを行ってい

る団体 

⑦ 市の指定管理者の指定手続において，その公正な手続を妨げた団体等，

又は公正な価格の成立を害し，若しくは不正の利益を得るために連合し

た団体等 

イ 団体等がいわゆる権利能力なき社団にあたり，法律行為を行う能力を

有しない場合には，その代表者が以下の各号に該当したとき。 

① 法律行為を行う能力を有しない者 

② 破産者で復権を得ない者 

ウ 業務に際し不正行為があったとき。 

エ 市に対し虚偽の報告をし，または正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

オ 市が行った業務の改善勧告に，正当な理由がなく応じないとき。 

カ 協定書の内容を履行せず，またはこれらに違反したとき。 

キ 手形又は銀行取引停止処分がなされたとき，若しくは支払い停止事由 

が発生したとき。 

ク 差押，仮差押さえ又は仮処分を受けたとき。 

ケ 破産，会社更正，民事再生，会社整理若しくは特別精算その他倒産等 

に関する法律のいずれかの手続きについて申立てがなされたとき。 

コ 当該施設の管理運営に必要な事項に許認可等について，監督官庁から 

許認可等の取消処分又は停止処分を受けたとき。 

サ その他，市が必要と認めるとき。 

(2) 不可抗力発生による場合 

不可抗力（天災，テロ等の人災）が発生し，施設を市民の緊急避難所等

として使用しなければならないような事情が生じた場合，協議の後，指定

を取り消すことができる。 



１２ 

 

12 業務引継ぎ 

(1) 指定管理者は，「５ 指定期間」の終了に際し，市が指定する日までに，

市又は市が指定する者に対し，本業務の引継ぎ等を市が十分と認める水準

で行うとともに，その実施ついて市に報告しなければならない。この場合，

指定管理者は，業務引継ぎを行うために，指定管理者において要した費用

を負担するものとする。 

(2) 市は，必要と認める場合には，指定期間の終了に先立ち，指定管理者に

対して市又は市が指定する者による管理施設の視察を申し出ることがで

きるものとする。 

(3) 指定管理者は，市から前項の申出を受けた場合は，合理的な理由がある

場合を除いてその申出に応じなければならない。 

 

13 協議 

この仕様書に規定するほか，指定管理者の業務の内容及び処理について，

疑義が生じた場合は，市と指定管理者により協議し決定する。 

 


